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平成 29年度における平成28年熊本地震で被災した被保険者の 

利用料の免除に関する取扱いについて 

 

平成28年熊本地震により被災した介護保険の被保険者に対する利用料の取扱いにつきまし

ては、これまで厚生労働省より発出されている事務連絡において、免除の要件等について示

されてきたところです。 

今般、厚生労働省より平成29年度における利用料免除の取扱いに関する事務連絡が発出さ

れ、本会宛に周知協力依頼がありましたのでご連絡申し上げます。 

内容といたしましては、まず、熊本県内の市町村の被保険者であって、利用料の免除証明

書を提示したもののみ、窓口で利用料の支払いを免除する取扱いについては、本年9月 30日

までの介護サービス分まで引き続き継続されることとなります。 

また、利用料免除証明書の有効期限は、現在、「平成29年２月28日まで」と印字されてお

りますが、熊本県内の全市町村が利用料の免除を本年９月30日まで延長する予定であるため、

市町村によって免除証明書の有効期限が「平成29年９月 30日まで」に更新されているもの

と「平成29年２月28日まで」のものとが混在する可能性があるものの、熊本県内市町村の

免除証明書であれば平成29年２月 28日の有効期限であっても使用可能となります。 

なお、平成29年 10月１日以降の免除証明書の取扱いについては、免除証明書の再発行等

が必要となりますが、具体的な取扱い等については、別途通知する予定とのことです。 

つきましては、熊本県内の市町村の被保険者であって他の都道府県に避難されている方も

いらっしゃることから、貴会におかれましても本内容をご了知いただき、傘下の郡市区医師

会及び会員へご周知賜りたく、よろしくお願い申し上げます。 

  
（添付資料） 

 

・平成29年度における平成28年熊本地震で被災した被保険者の利用料の免除に関する取扱いについ

て （平29.3.7 事務連絡 厚生労働省老健局介護保険計画課） 
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厚生労働省老健局介護保険計画課

平成２９年度における平成２８年熊本地震で被災した被保険者の
利用料の免除に関する取扱いについて

標記について、 平成２８年熊本地震への対応に関して、 別添のとおり各都道府

県介護保険主管部 （局） 宛に事務連絡を発出いたしましたので、 同内容につい

て、 貴会会員への周知いただきますよう、 お願い申し上げます。
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平成２９年度における平成２８年熊本地震で被災した被保険者の
利用料の免除に関する取扱いについて

　

平成 ２８年熊本地震により被災した介護保険の被保険者に対する利用料の介護サ
ビス事業所等における取扱いについては、「平成２８年熊本地震で被災した被保険者の

利用料等の介護サービス事業所等の取扱いについて （その２）」（平成２８年７月２２日

厚生労働省老健局総務課認知症施策推進室ほか事務連絡。以下「７月事務連絡」とい
う。） において、 お示してきたところです。

　

今般、 平成 ２９ 年度における利用料の免除の取扱いについては、 下記のとおりとし

ますので、 貴管内市町村及び関係団体において、適切な取扱いがなされるようご配慮

をお願いいたします。

　

また、今般の取扱いについての説明の資料 （チラシ） を別添のとおり作成しました

ので、貴管内市町村に対し適宜周知を図っていただくとともに、被保険者や介護サー

ビス事業者などの関係者への周知、広報にご活用くださいますようお願いいたします。

１

　

利用料の減免の取扱いについて

　

７月 事務連絡において、 平成２８年１０月１日からの介護サー ビスについては、 熊本県

内の市町村の被保険者であって、利用料の免除証明書を提示したもののみ、 窓ロで利

用料の支払いを免除することとしているが、この取扱いを平成２９年９月３０日までの介

護サービス分まで引続き継続すること。



２

　

利用料免除証明書の取扱いについて

　

現在、 熊本県内の市町村が発行している免除証明書の有効期限は、「平成２９年２月

２８日まで」と印字されているものがあるが、熊本県内の全市町村が利用料の免除を平

成２９年９月３０日まで延長する予定であるため、平成２９年３月以降も、引き続き使用可

能なものとして取り扱うこと。 これにより、市町村によって免除証明書の有効期限が
「平成２９年９月３０日まで」 に更新されているものと 「平成２９年２月２８日まで」 のもの

とが混在する可能性があるが、熊本県内市町村の免除証明書であれば平成２９年２月２８

日の有効期限であっても使用可能であることに留意すること。

　

なお、平成２９年１０月１日以降の免除証明書の取扱い等については、別途通知する予

定であること。
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熊本地震で被災された方について、 平成２９年３月
１日以降も引き続き， 介護サービスに係る利用料は
免除となります。

○

　

免除期限は、 平成２９年９月３０日までです。

○

　

窓口での利用料の支払いを免除する際には、 熊本県
内の市町村が発行する被保険者話等及び免除証明書の
確認が必要となります。
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（熊本県以外の介護サービス事業所においても同様です。）

免除となるのは、 以下の （１） （２） の両方に該当する方です。

（１）熊本県内の市町村の介護保険にご加入の方
（２） ①

　

住家の全半壊、 全半焼又はこれに準ずる被災をされた方

　　

②

　

主たる生計維持者が死亡し又は重篤な傷病を負われた方

　　

③

　

主たる生計維持者の行方が不明である方

　　

④

　

主たる生計維持者が業務を廃止、 又は休止された方

　　

⑤

　

主たる生計維持者が失職し、 現在収入がない方

○

　

なお、 入院・入所時の食費・居住費などはお支払い
いただく必要があります。

　　　　　　　　　　

　

にお問い合わせ下さい。



医療機関等を受診される熊本地震の被災者の皆様ヘ
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＝ 平成２９年３月１日以降も． 引き続き，
ｉ医療機関等の窓□負担は免除となります。

…ＥＯ

　

熊本地震で被災された方で、 熊本県全域の市町村国
１．

優． 後期高齢者医療、 面「 静￥次にご加入の方は、 医療

　

．

－…

　

機関等に免除証明書を提示することにより、，平成当年．
・１

，－

　

９月３０日まで医療機関等を受診する際の窓口負担や介

　

，
－

ｒ

　

護 保 険 の 利 用 料 が 免 除 と な り ま す。

　　　　　　　　　

－，
１＝

＜ 窓 口 負 担 ． 利 用 料 が 免 除 さ れ る 方 の 要 件 ＞

　　　　　　　　　　　　　　　　　

１１

①

　

住家の全半壊、 全半焼又はこれに準ずる被災をされた方
②

　

主たる生計維持者が死亡し又は重篤な傷病を負われた方
③

　

主たる生計維持者の行方が不明である方
④

　

主たる生計維持者が業務を廃止、 又は休止された方
⑤

　

主たる生計維持者が失職し、 現在収入がない方

○

　

熊本県全域の市町村国保、 熊本県後期高齢者医療及
び介護保険にご加入の方は、 有効期限欄に 「翠成２９年
ヱ一日妬も同一義三割÷」と１霊嗣塵壱；‐該ｉ週書コ崎鱒≠撰き難調書認きき応

　

酬１
蓋三橋選≦剣舞巨塵為に，そごがに特需芝ｉＥ

○ なお、 入院・入所時の食費・居住費などはお支払いい
ただく必要があります。

１丙露霊諌爾濁声平戸『

　

入の各保険者にお問い合わせ下さい。


